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管内の概況               
１ 情勢 

  当消防局管内は、大阪府の中央部南寄り、

大和川を隔てて大阪市の南に位置し、地形

は大別して西部海浜の平坦地と東南丘陵

地帯からなっており、西部臨海地域には、

重化学コンビナートを主体とする堺・泉北

臨海工業地帯が、東南部丘陵には泉北ニュ

ータウンをはじめとする大規模住宅団地

が広がっています。さらに、世界文化遺産

登録された世界最大級の陵墓である仁徳

天皇陵古墳や、東洋のベニスと称された中

世の面影を今にとどめる堺旧港、旧堺灯台

等、歴史遺産・文化遺産が多く、町を彩る

アクセントとなっています。 

また産業は、特に自転車とその部品、刃

物、敷物、線香、和晒等の伝統工芸と石油

化学等の重化学工業が盛んです。 

 

２ 気候 

  令和 6 年中の気象状況（気象庁データよ

り）は、平均風速 1.7ｍ/秒、平均気温

17.8℃、降水量 1,437mm となっており、四

季を通じて比較的穏やかな気候です。 

 

３ 管内面積、人口及び世帯数 

  令和 7 年 4 月 1 日現在の本市の面積は

149.83ｋ㎡、高石市の面積は 11.30ｋ㎡、

大阪狭山市の面積は 11.92ｋ㎡、管内総面

積は 173.05ｋ㎡です。 

  また、本市の人口は 804,163 人で世帯数

は 374,987 世帯、高石市の人口は 55,841

人で世帯数は 26,671 世帯、大阪狭山市の

人口は 57,551 人で世帯数は 26,425 世帯、

管内総人口は 917,555 人で、総世帯数は      

428,083 世帯となっています。 

堺市 

高石市 

大阪狭山市 



沿革                             
 

年代 項目 できごと 

江戸時代 

明治初期 

町火消しの誕生 消防は破壊手段を主として町奉行の支配に属し､まとい､は

しご､手桶､鋸､鋼､竜吐水等をもって消防に当たっていた｡当

時の消防人は町火消､又は鳶のものと称する請負に似た制度

のものと､市中の豪商等が自衛のため養っていたものがあっ

た｡ 

明治27年 

（1894） 

消防組規則の発令 勅令､消防組規則の発令によって､堺警察署に屯所を設置し､

手押ポンプ 1 台（12 人押）､非常備組員 72 人をもって堺消

防組を設置した｡ 

大正12年 

（1923） 

常備員の増員と常備消

防力の強化 

常備員を 12 人増員し､合計 40 人となり､予備員を 50 人に減

員し､常備消防力を強化する方針をとった｡ 

昭和2年 

（1927） 

火災報知専用電話架設 

小型ポンプ車の購入 

 

常備員の増員 

（1月）火災報知専用電話が架設された｡ 

（5月）小型ポンプ車（英国モーリス・ギア式 250ガロン）

を購入し､第 1屯所に配置した｡ 

小型ポンプ車の購入に伴い､常備員を 5 人増員し､また予

備員を 35人に減員した｡ 

昭和8年 

（1933） 

第 1 屯所（現在の堺消

防署の一部）新築完成 

大型ポンプ車の配置 

（5 月 12 日）5月 18日に竣工した第 1 屯所の落成式を挙行

し､即日消防事務を開始した｡また､鉄骨望楼（28.36m）1 基

を改築し､南安井町福助足袋㈱から大型ポンプ車 1 台の寄贈

を得て､第 1屯所に配置した｡ 

昭和14年 

（1939） 

消防団令の公布 

 

 

 

大型ポンプ車の配置 

（4 月 1 日）府令第 17 号警防団令施行規則により消防組を

改組し､堺市警防団本部を設置した｡常備消防手 47 人は堺市

警防団本部直属の常備消防部員となり､予備消防員 35 人を

解散した｡ 

南安井町福助足袋㈱から大型ポンプ車（日産・タービン式

500ガロン）3台の寄贈を得て､常備消防部に配置した｡ 

昭和16年 

（1941） 

特設消防署区域の設置 

（官設消防） 

 

 

 

堺消防署の開設 

（6 月 30 日）府告示第 1055 号をもって､本市は特設消防署

区域に編入され､常備消防部は解散し､今宮消防署堺市出張

所となる｡人員は今宮､南､東､東成､淀川等の各署から曹長 3

人､消防手 7 人を迎え､府消防手に採用された 32 人をもって

充てた｡ 

（9 月 20 日）府告示第 1498 号により､堺市市之町西 1 丁 1

番地に堺消防署が開設された｡ 

昭和19年 

（1944） 

高須出張所の開設 （3 月）完成､消防業務を開始し､4 月にポンプ車 3 台を配置

した｡ 



年代 項目 できごと 

昭和19年 

（1944） 

三宝出張所の開設 

（予備隊下田出張所） 

（5 月）完成､同月 12 日三宝出張所と呼称し､即日消防業務

を開始した｡ 

昭和20年 

（1945） 
旭ヶ丘出張所の開設 

（4 月 1 日）旭ヶ丘格納庫を堺消防署旭ヶ丘出張所と改め､

即日消防業務を開始した｡ 

昭和21年 

（1946） 

鳳消防署の開設 

 

 

出張所の改称 

（3月）府告示第 226号をもって大隊制が解除され､第 1中

隊を鳳消防署と改め､下石津及び諏訪森町各分隊は廃止とな

った｡ 

堺消防署下田予備隊出張所を鳳消防署下田出張所と改め

た｡ 

昭和22年 

（1947） 

消防組織法の公布 （12 月 23 日）法律第 226 号が公布され､消防は警察機構か

ら分離して市町村に移管され､市町村の責任管理となった｡ 

昭和23年 

（1948） 

自治体消防制度の発足 

 

 

 

 

 

堺市外九ヶ町村消防組

合の誕生 

 

 

 

 

消防議会の開会 

 

消防法の公布 

 

消防組合条例の制定 

（3 月 7 日）堺消防署は本市の大部分を､鳳消防署は本市の

一部及び 9 ヶ町村（泉北郡高石町､福泉町､取石町､信太村､

上神谷村､久世村､美木多村､東陶器村､西陶器村）を所管して

いたが､これらの 1 市 9 ヶ町村消防事務を共同で処理するた

め､地方自治法第 284 条に規定する一部事務組合を組織し､

規約を定め､大阪府知事に許可を申請した｡ 

（3月 27日）大阪府知事より認可され､堺市外九ヶ町村消防

組合と呼称し､自治体消防として正式発足した（1本部 2署 5

出張所､消防ポンプ車 22台､消防職員 150人）｡消防組合発足

と同時に消防本部を堺市市之町西 1 丁 1 番地の堺消防署内

に､消防組合事務局を堺市役所内に設置し､出納､その他会計

事務を執行した｡ 

（6月 11日）堺市外九ヶ町村消防組合発足後､最初の消防議

会が堺市役所で開会された｡ 

（7 月 24 日）消防法（法律第 186 号）が公布され､8 月 1日

から施行した｡ 

（8 月 18 日）堺市外九ヶ町村消防組合の消防組合条例（消

防法施行条例､危険物保安条例､職員給料及び旅費支給条例､

公衆集合場防火条例）が初めて制定された｡ 

昭和24年 

（1949） 

消防組合の改称 

 

水防法の公布 

 

消防組合の改称 

（2月 5日）昭和 23年 12月 1日に泉北郡高石町が組合を脱

退したことに伴い､堺市外八ヶ町村消防組合と改称した｡ 

（6 月 4 日）水防法（法律第 192 号）が公布され､堺水防団

本部を消防本部に設置した｡ 

（6 月 6 日）泉北郡信太村が組合を脱退したことに伴い､堺

市外七ヶ町村消防組合と改称した｡ 



年代 項目 できごと 

昭和25年 

（1950） 

久世出張所の開設 （7月 1日）久世村の地元有志の発議で消防出張所設立が叫

ばれ､久世村字東山に建設することになり､4 月 3 日起工､5

月 31 日竣工､7 月 1 日久世出張所と呼称し､消防業務を開始

した｡ 

昭和28年 

（1953） 

高石町の消防組合再加

入 

消防組合の改称 

 

高石出張所の開設 

 

 

消防組合の開設 

（1月 1日）消防組合を脱退していた泉北郡高石町が再度消

防組合に加入することとなった｡ 

（3 月 10 日）高石町の組合加入により堺市外八ヶ町村消防

組合と改称した｡ 

（3月 11日）高石町消防団を解団し､常備消防団員 6人を消

防組合消防士に採用するとともに､鳳消防署高石出張所を開

設した｡ 

（6月 30日）4月 1日に泉北郡取石町が泉北郡高石町に合併

編入されたので､堺市外七ヶ町村消防組合と改称した｡ 

昭和30年 

（1955） 

消防組合の改称 （6月 23日）上神谷村､久世村､東陶器村､西陶器村の 4村が

合併し､泉ヶ丘町となったので､堺市外四ヶ町村消防組合と

改称した｡ 

昭和31年 

（1956） 

出張所の改称 

 

救急業務の開始 

 

消防組合の改称 

（1月 1日）消防組合告示第 18号で､鳳消防署久世出張所を

泉ヶ丘出張所と改称した｡ 

（12 月 3 日）ニッサン 1956 年式救急車 1 台を購入し､消防

本部に配置して救急業務を開始した｡ 

（12 月 24 日）府告示第 559 号で泉北郡美木多村を廃し､福

泉町に編入されたことに伴い､堺市外三町消防組合と改称し

た｡ 

昭和32年 

（1957） 

東堺出張所の開設 （12月 27日）昭和 31年 12月 22日から､堺消防署東堺臨時

出張所として堺市三国ヶ丘町､市立耕生園内に臨時出張所を

開設し､消防業務を開始していたが､同町4丁110番地に建設

中であった消防出張所庁舎が完成､東堺出張所と称して消防

業務を開始した｡ 

昭和34年 

（1959） 

火災専用電話の開通 

 

日置荘出張所の開設 

 

消防組合の改称 

 

泉州水防事務組合の発

足 

（3月 15日）堺金岡電話局（堺 85局）の火災救急専用電話

が堺消防署に開通した｡ 

（5月 1日）堺市日置荘北町 70の 39に建設した出張所を堺

消防署日置荘出張所と称し､消防業務を開始した｡ 

（5月 30日）府告示第 50号で泉北郡泉ヶ丘町が本市に合併

されたことに伴い､堺市外二町消防組合と改称した｡ 

（6月 1日）本市､高石町､泉大津及び忠岡町をもって泉州水

防事務組合が設置され､消防職員は水防団員を兼務すること

になった｡ 



年代 項目 できごと 

昭和35年 

（1960） 

福泉出張所の開設 （9月 7日）堺市菱木 3138の 1番地に出張所が建設され､福

泉出張所と称し､消防業務を開始した｡ 

昭和36年 

（1961） 

消防組合の改称 （4 月 12 日）府告示第 127 号で泉北郡福泉町が本市に合併

編入されたことに伴い､堺市外一町消防組合と改称した｡ 

昭和38年 

（1963） 

登美丘出張所の開設 （6 月 15 日）昭和 37 年 4 月 1 日､府告示第 225 号で南河内

郡登美丘町が本市に合併編入されたことに伴い､堺市役所出

張所に臨時出張所が開設されていたが､1月 14日に起工した

庁舎が完成し､堺消防署登美丘出張所と称し､消防業務を開

始した｡同時に臨時消防出張所は廃止された｡ 

昭和39年 

（1964） 

科学技術顧問制度設立 （9月 1日）非常勤顧問として､大阪大学教授､湯川康秀氏と

同大学助教授､川西政治氏の 2 人を科学技術面での顧問に委

嘱した｡ 

昭和40年 

（1965） 

消防相互応援協定締結 

 

組織機構の改革 

 

 

消防相互応援協定締結 

（3 月 13 日）泉大津市及び和泉市との間で消防相互応援協

定を締結した｡ 

（6月 1日）人口 50万都市としての災害に対応させるため､

消防本部機構を従来の係から課へと移行させ､3 課 6 係体制

とした｡ 

（12月 1日）大阪市との間で消防相互応援協定を締結した｡ 

昭和41年 

（1966） 

三宝出張所の移設 

 

消防組合の改称 

（7月 5日）三宝町 9丁の木造庁舎から海山町 5丁の三宝地

区公民館の合同庁舎に移設し､消防業務を開始した｡ 

（12月 27日）11月 1日に泉北郡高石町が市制を施行したこ

とに伴い､堺市高石市消防組合と改称した｡ 

昭和43年 

（1968） 

消防本部庁舎完成 （4月 15日）消防本部と堺消防署の合同庁舎が狭隘となり､

老朽化も著しくなったため､昭和42年6月に起工した新庁舎

が竣工した｡（鉄骨鉄筋コンクリート造地下1階､地上 3階建､

建築面積 479.75 ㎡､延面積 1,485.21 ㎡､望楼 31m､望楼上の

テレビ塔 11m） 

昭和44年 

（1969） 

消防艇｢茅海丸｣配備 

 

 

浜寺消防署開設 

（5 月 26 日）双胴消防艇が東京隅田川造船所で完成し､｢茅

海丸｣と命名､浜寺水路に配備､堺港から泉北港に至る海の守

りを確立した｡ 

（12月 21日）臨海工業地帯を含む西部地域の消防力の増強

及び充実を図るため､浜寺消防署を開設した｡（消防ポンプ車

4台､消防艇 1隻､消防職員 63人） 

昭和45年 

（1970） 

高石消防署開設 （6 月 1 日）高石市域の消防力の増強及び充実を図るため､

高石出張所を閉鎖し､高石消防署を開設した｡（消防ポンプ車

2台､救急車 1台､消防職員 35人） 



年代 項目 できごと 

昭和46年 

（1971） 

公平委員会の設置 

 

金岡消防署開設 

（3 月 24 日）消防議会に上程されていた公平委員会の設置

が可決され､同委員会委員に 3人が就任した｡ 

（12月 1日）本市東部の開発に伴う災害対応を図るため､金

岡消防署を開設し､消防力の増強及び充実を図った｡（消防ポ

ンプ車 2台､スノーケル車 1台､救急車 1台､消防職員 55人） 

昭和47年 

（1972） 

消防相互応援協定締結 （3 月 11 日）河内長野市との間で消防相互応援協定を締結

した｡ 

昭和48年 

（1973） 

消防相互応援協定締結 

 

組織機構の改革 

（5 月 16 日）狭山町（現大阪狭山市）との間で消防相互応

援協定を締結した｡ 

（7月 20日）消防本部機構を一部改革し､総務課に企画係を

新設し､3課 7係とした｡ 

昭和49年 

（1974） 

茶山台出張所開設 

 

百舌鳥出張所開設 

 

 

組織機構の改革 

（6月 1日）泉北ニュータウンの開発に伴い､火災･救急需要

への対応を図るため､鳳消防署茶山台出張所を開設した｡ 

（6月 17日）本市東部の宅地造成による人口増加に伴い､防

災拠点を強化するため､金岡消防署百舌鳥出張所を開設し､3

階部分を職員の待機宿舎とした｡ 

（10 月 1 日）組織の専門､細分化を図るため､組織機構を改

革し､従来の 3 課 7 係から 5課 1 隊 11係とし､救急防災課の

新設と､経理係の課昇格を図った｡また､消防署の次席制を副

署長制に移行した｡ 

昭和50年 

（1975） 

旭ヶ丘出張所改築 

 

専任救助隊の発足 

 

 

兼任救助隊の発足 

 

高須出張所の改築 

（6 月 5 日）旭ヶ丘出張所の旧庁舎を近代的庁舎に改築し､

消防業務を開始した｡ 

（10月 1日）複雑多様化する災害に対処するため､特に人命

救助活動を最重点とした専任救助隊を発足させ､浜寺消防署

旭ヶ丘出張所で業務を開始した｡ 

（11 月 1 日）救助活動体制を強化させるために､5 消防署の

本署に兼任救助隊を発足させた｡ 

（12月 1日）昭和 19年 3月に建築された木造庁舎が老朽化

していたため､近代的庁舎に改築し､三宝出張所で共同業務

を行っていた高須分隊は､改築庁舎に移転し､業務を開始し

た｡ 

昭和51年 

（1976） 

救助訓練塔の完成 （6 月）救助隊員の技術向上と体力練成の強化のため､浜寺

消防署に救助訓練塔を設置した｡ 

昭和52年 

（1977） 

組織機構の改革 （4月 1日）危険物行政の専門部門の強化を目的とした組織

の一部改革を行い､危険物課を新設し､指導査察隊を予防課

から独立させ､課同格とした｡ 



年代 項目 できごと 

昭和52年 

（1977） 

組織機構の改革 （7月 1日）職員の服務規律並びに火災現場における総括的

監察業務を支柱とする監察制度を採用した｡ 

昭和53年 

（1978） 

消防音楽隊発足 

 

副管理者､助役 2 人制

度の採用 

組織機構の改革 

 

 

取石出張所開設 

（4月 1日）火災予防の広報活動の一翼を担う堺市高石市消

防音楽隊を発足し､予防課に組織化した｡ 

（6月 13日）堺市高石市消防組合規約の一部改正に伴い､副

管理者､助役 2人制度を採用した｡ 

（10月 16日）専門的で効率的な消防行政を推進させるため､

消防本部においては部制､消防署においては課制を施行し､

本部組織は 2部 6課 1隊 14係､署組織は 3課 7係となった｡ 

高石市東部地域の消防力の充実強化のため､高石消防署取

石出張所を開設した｡ 

昭和54年 

（1979） 

泉北消防署開設 （4月 1日）泉北ニュータウン地域の消防力充実強化のため､

泉北消防署を開設（消防ポンプ車、タンク車､六連はしご車

等 6台､消防職員 45人）した｡これにより､消防組合の組織規

模は 1本部 6署 11出張所となった｡ 

昭和55年 

（1980） 

専任救助隊増隊 

 

 

泉ヶ丘出張所改築 

（3月）救助事案の増加に伴い､救助体制の整備拡充が必要

となり､専任救助隊 1隊を増強し､茶山台出張所に配置した｡

これにより専任救助隊は 2隊 25人となった｡ 

（5月 27日）鳳消防署泉ヶ丘出張所の旧庁舎を近代的庁舎

に改築し､開所した｡ 

昭和56年 

（1981） 

組織機構の改革 （10月 1日）人事部に人事教養課､企画課､警防部に救助隊

をそれぞれ新設し､2部 8課 1隊 21係となった｡ 

昭和57年 

（1982） 

組織機構の改革 

 

 

 

東堺救急隊増隊 

 

 

登美丘出張所改築 

（10 月 1 日）予防部を新設し､警防部を警備部に改称した｡

また､車両の管理を充実させるため､機械課を新設した｡これ

により 3部 9課 1隊 24係となった｡さらに消防長の補佐とし

て､消防次長制を導入した｡ 

本市北西部の救急体制の充実強化を図るため､堺消防署東

堺出張所に救急隊 1 隊を増隊し､計 10 隊の救急体制となっ

た｡ 

登美丘出張所の旧庁舎を保健センターとの合同庁舎に改

築し､開所した｡ 

昭和58年 

（1983） 

産業医制度の導入 

 

第 1 回新入社員防火教

室開催 

（4 月 1 日）消防職員の健康管理の充実を図るため､産業医

制度を導入し､医学博士河村洋太郎氏に委嘱した｡ 

（4月 26日）管内主要事業所の新入社員を対象に､防火意識

の高揚と防火管理の基礎知識の習得を目的として､防火教室

を開催､34 社から 104 人の新入社員が参加し､防火管理を学

んだ｡ 



年代 項目 できごと 

昭和58年 

（1983） 

日置荘出張所改築 

 

危険物安全週間の設定 

（5月 11日）日置荘出張所の旧庁舎を近代的庁舎に改築し､

開所した｡ 

（8 月 20～26 日）危険物施設における事故が多発する夏期

に､防火意識の高揚を図り､危険物施設の安全確保と事故の

根絶を目的として､｢危険物安全週間｣を設定した｡ 

昭和59年 

（1984） 

第 1 回職員意見発表会

開催 

 

初の幼年消防クラブ結

成 

 

危険物災害防止連絡協

議会設置 

 

第 1回救急フェア開催 

 

福泉出張所改築 

（1月 30日）消防職員として必要な表現力､発表力をかん養

させ､効果的な消防業務を遂行させるために､大阪府立堺労

働セッツルメントで､職員意見発表会を開催した｡ 

（5 月 3 日）幼児の防火教育を推進するため､高石消防署幼

年消防クラブ推進委員が中心となって、「伽羅橋幼稚園幼年

消防クラブ｣（園児 136人）が結成された｡ 

（7 月 1 日）危険物事故防止のため､防災関係機関並びに危

険物関係の各種団体が一体となり､防災体制を確立するた

め､危険物災害防止連絡協議会が設立された｡ 

（9 月 6 日）救急業務への理解と認識を深めるため､救急の

日にちなんで救急フェアを開催した｡ 

（11 月 16 日）福泉出張所の旧庁舎を近代的庁舎に改築し､

開所した｡ 

昭和60年 

（1985） 

消防事務の OA化開始 （4 月 1 日）事務効率のアップと省力化を目的として､オフ

ィスコンピュータを導入し､事務の電算化を開始した｡ 

昭和61年 

（1986） 

国際消防救助隊の発足

と加盟 

 

 

消防テレフォンサービ

ス開始 

（4 月 11 日）メキシコ、コロンビアでの大規模な地震噴火

災害を契機として､日本から被災国の救助援助を自治省（現

総務省）消防庁が提唱し､全国 32消防本部から 380人（消防

組合の専任救助隊員からは２６人）が加盟､登録した｡ 

（5 月 1 日）住民への情報提供の一環として､電話自動案内

装置による火災等の災害情報の提供を開始した｡ 

昭和62年 

（1987） 

無人放水塔付大型化学

車の購入配置 

 

戎島消防訓練場の開設 

 

 

 

（3月 20日）石油コンビナート地域等の災害対策用に､初の

無人放水塔車積載の大型化学消防ポンプ車を購入し､堺消防

署本署に配置した｡ 

（4 月 1 日）消防職員の各種訓練のため､堺市戎島町 5 丁に

消防訓練場を開設した｡敷地面積 1 万㎡に音楽隊演習室､救

助隊機材庫のほか､地上高 15m の救助訓練塔 A 塔､7m の B､C

塔が設置された｡ 

 



年代 項目 できごと 

昭和62年 

（1987） 

初の民間企業との消防

応援協力申合書の締結 

（8月 1日）大規模災害や危険物､毒劇物､ガス等の特殊災害

が発生した場合に､必要に応じて消防車両､資機材､専門技術

者等を災害現場に派遣できる消防応援協力体制を定めた申

告書を､臨海企業 16 社と締結し､全国でも珍しい初の民間活

力を導入した､企業と行政機関の応援協定の体制が確立され

た｡ 

昭和63年 

（1988） 

自治体消防発足 40 周

年記念式典事業 

 

災害弱者の緊急通報体

制の確立 

（3 月 7 日）昭和 23 年 3 月 7 日に自治体消防が発足して以

来 40 年を迎え､堺市民会館で記念式典を開催､第 1 部防災関

係 12団体の表彰、第 2部記念講演等を行った｡ 

（10月 1日）一人暮らしの老人の緊急事態発生に備え､本市

から依頼を受けていた通報システムの第 3 次通報先として

協力することで､福祉行政の一端に寄与した｡ 

平成元年 

（1989） 

消防本部新庁舎竣工 

 

消防本部新庁舎にて一

部事務開始 

（7 月 24 日）昭和 63 年 3 月 20 日着工した消防本部新庁舎

が竣工した｡ 

（10月 1日）消防本部組織のうち､警備課を除く全課が新庁

舎に移転し､事務を開始した｡ 

平成 2年 

（1990） 

組織機構の改革 

 

 

消防通信指令総合シス

テムの完成 

 

泉ヶ丘救急隊増隊 

 

（4 月 1 日）消防本部組織の全部が新庁舎に移転し､消防事

務の合理化､簡素化の推進を図るために､消防組織の機構改

革を行い､3部 10課 26係となった｡ 

消防通信指令総合システムの完成により､指令管制､支援

情報管理のトータルな情報機能をコンピュータで制御し､災

害対策の円滑化を図った｡ 

（10月 1日）本市中部の救急体制の充実強化を図るため､鳳

消防署泉ヶ丘出張所に救急隊1隊を増隊し､計11隊の救急体

制となった｡ 

平成 3年 

（1991） 

組織機構の改革 （5月 1日）調査事務の合理化､簡素化を図るため､各署の調

査係を廃止し､消防本部警備部警備課に調査係を新設した｡ 

平成 4年 

（1992） 

新消防艇｢茅海｣就航 （3月 21日）｢茅海丸｣を新消防艇｢茅海｣に更新し､海上防災

体制の充実強化を図った｡ 

平成 5年 

（1993） 

組織機構の改革 

 

高規格救急車の配置 

（10月 1日）消防組織の機構改革を行い､警備部警備課監察

指導係を廃止した｡ 

高度化した救急業務に対応するため､鳳消防署本署に高規

格救急車を配置した｡ 

平成 7年 

（1995） 

阪神･淡路大震災に伴

う派遣 

（1 月 17 日）阪神･淡路大震災の発生に伴い､応援隊を神戸

市へ派遣し､1月 17日から 2 月 3 日までの間で､派遣車両 13

台､消防艇 1艇､派遣隊員 215人が活動を行った｡ 



年代 項目 できごと 

平成 7年 

（1995） 

中消防署開設 （4 月 1 日）中支所区域の消防力充実強化のため､中消防署

を開設（消防ポンプ車、はしご付タンク車､五連はしご車､

救急車等 7 台､消防職員 61 人）し､これにより泉ヶ丘出張所

を閉鎖した｡ 

平成 8年 

（1996） 

震災対策車両の配備 

 

高石消防署改築 

 

 

消防職員委員会制度開

始 

（1 月･3 月）震災対策車両として､災害対応多目的車及び支

援車を配備した｡ 

（4月 1日）取石出張所庁舎を増改築し､本署機能を移転し､

高石消防署として開設した｡これにより旧高石消防署は高師

浜出張所と改称し業務を開始した｡ 

（10 月 1 日）平成 7 年 10 月の消防組織法改正により､堺市

高石市消防組合消防本部消防職員委員会が設置された｡ 

平成 9年 

（1997） 

緊急通報システムの拡

充 

 

震災対策緊急整備事業

の整備推進 

（6 月 1 日）一人暮らしの高齢者､障害者等の災害弱者宅に

おける緊急通報（ペンダント通報）を第一に受信するシステ

ムに変更した。 

震災対策緊急整備事業の一環として、インパルス消火システ

ム及びエアテントを配備した。 

平成10年 

（1998） 

画像伝送システムの導

入 

 

組織機構の改革 

 

（4月 1日）被災状況の早期把握と効果的な災害活動を実現

するため､画像伝送システムを導入し､防災情報伝達体制の

充実強化を行った｡ 

消防本部組織の機構改革を行い､警備部を警防部に改称し

た｡ 

平成11年 

（1999） 

組織機構の改革 

 

コ ン ピ ュ ー タ 西 暦

2000年問題 

 

全国消防長会秋季役員

会開催 

緊急消防援助隊近畿ブ

ロック合同訓練実施 

（4 月 1 日）消防本部組織の機構改革を行い､消防組合事務

局を廃止した｡ 

（10月 1日）コンピュータ西暦 2000年問題対策危機管理計

画を策定し､1999 年 12 月 31 日から 2000 年 1 月 1 日を中心

に特別警戒を実施した｡ 

（10月 14日）全国各地の消防長約 230人が一堂に会した平

成 11年度全国消防長会秋季役員会が､本市にて開催された｡ 

（11月 11日）近畿 2府 7県消防機関の相互応援体制の強化･

推進を図ることを目的に 91 消防本部､ヘリコプター4 機､消

防艇 5艇､消防車両等 218台､消防隊員 892人が参加した平成

11 年度緊急消防援助隊近畿ブロック合同訓練が､本市を中

央会場として実施された｡ 

平成12年 

（2000） 

地震体験車の配置 （12月 27日）昭和 57年から運用していた起震車を更新し､

三軸式油圧起震装置､模擬消火装置等を装備した地震体験車

を配置した｡ 



年代 項目 できごと 

平成13年 

（2001） 

警防指導隊の設置 

 

 

堺第 2救急隊増隊 

 

 

（4 月 1 日）災害現場において､的確な情報収集及び出動部

隊の効率的な指揮援助を行うため､警防指導隊 2 隊を設置

し､消防本部と中消防署に配置した｡ 

（10月 1日）増加する救急需要に対応するため､堺消防署本

署に救急隊を 1隊増隊（消防本部内に配置）し､計 12隊の救

急体制となった｡ 

平成15年 

（2003） 

消防 LANの敷設 （4 月 1 日）情報の共有化及び事務の効率化のため､全庁的

に無線 LANを敷設し､消防情報ネットワークを構築した｡ 

平成16年 

（2004） 

組織機構の改革 

 

 

消防署所名称等の変更 

 

 

消防行政統合システム

の導入 

 

 

発信地表示システムの

導入 

 

本部救急隊の設置 

（4 月 1 日）事務の合理化を図るため､予防部を予防査察課

と指導課の 2 課制とする等の消防本部組織の機構改革を行

い､3部 9課 19係 1隊となった｡ 

地域住民の利便性向上のため､一部の消防署名を改称し､

管轄区域を堺市支所行政区域に合致させる等､本市と消防行

政との整合を図った｡ 

通信指令統合システム、支援系（警防・予防）システム、

消防電話、その他業務システム等で構成された消防行政統合

システムを導入し､迅速･的確な出場指令体制及び消防事務

執行体制の強化を図った｡ 

被災地点の早期把握と効果的な災害活動を実現するため､

発信地表示システムを導入し､防災情報伝達体制の充実強化

を行った｡ 

堺消防署本署配置の 2 隊のうち 1 隊を､消防本部付けとし

た｡ 

平成17年 

（2005） 

美原消防署開設 

 

 

堺市美原消防団設置 

 

 

救急隊増隊 

（2 月 1 日）本市と南河内郡美原町の合併に伴い､美原消防

署が開設（消防ポンプ車、タンク車､救急車等 12台､職員 53

人）され､1本部 8署 10出張所となった｡ 

本市と南河内郡美原町の合併に伴い､美原町に設置されて

いた美原町消防団を堺市美原消防団として消防組合に設置

した｡ 

合併に伴い 2隊増隊となり 14隊の救急体制となった｡ 

（4月 1日）百舌鳥出張所に救急隊を 1隊増隊し､計 15隊の

救急体制となった｡ 

（10 月 1 日）中消防署に救急隊を 1 隊増隊し､計 16 隊の救

急体制となった｡ 



年代 項目 できごと 

平成18年 

（2006） 

政令市へ移行 

第 2次機構改革 

 

 

 

東消防署開設 

 

 

 

 

 

救急隊増隊 

（4月 1日）本市が政令指定都市へ移行した｡ 

政令指定都市を構成市とする消防組合として､階級の整備

を行うとともに担当主幹制度を導入した｡さらに消防本部の

スリム化を図るべく､消防署長等への権限委譲等を更に推進

した｡ 

東区域の消防力充実強化のため､東消防署を開設（消防ポ

ンプ車、タンク車､救急車､多目的消防水利システム車等を配

備､消防職員 75人）､日置荘出張所を閉鎖し､1本部 9署 9出

張所体制となった｡ 

中消防署配置の救急隊 2 隊のうち､1 隊を東消防署に移動

配置した｡ 

（10 月 1 日）臨海消防署及び福泉出張所に救急隊を各 1 隊

増隊し､計 18隊の救急体制となった｡ 

平成19年 

（2007） 

画像伝送システム用 

高所カメラの増設 

前進基地局設備移設 

（3 月 12 日）北野田駅前の高層ビルに高所カメラを増設し

運用を開始した｡ 

（12月 21日）日置荘防災倉庫の無線用前進基地局を東消防

署へ移設整備した｡ 

平成20年 

（2008） 

特別高度救助隊の設置 

 

 

消防組合の解散 

 

堺市消防局の設置 

（4月 1日）指揮担当及び救助担当（特別高度救助隊）から

なる第 1 指揮隊及び第 2 指揮隊を警防部に配置するととも

に､中消防署及び南消防署に特別救助隊を設置した｡ 

（9月 30日）本市と高石市の協議により､堺市高石市消防組

合を解散した｡ 

（10月 1日）指揮命令系統を一元化するため､消防局を設置

し､高石市の消防事務（消防団及び消防水利関係を除く）を

受託した｡ 

平成21年 

（2009） 

組織機構の改革 （4月 1日）消防局の管理部門である総務部の組織の見直し

を図り､3 課体制から総務課と人事課の 2 課体制とし､3 部 7

課 2隊 23係となった｡ 

平成22年 

（2010） 

組織機構の改革 

 

 

（4月 1日）事務の効率化を図るため第 1指揮隊及び第 2指

揮隊を統合し指揮隊とすることにより､3部 7課 1隊 20係と

なった｡ 

平成22年 

（2010） 

救急医療電話相談サー 

ビスの開始 

（4月 1日）住民からの救急医療相談を受け付ける窓口とし

て大阪市が実施する｢救急安心センターおおさか（#7119）｣

事業に参画し､電話相談ｻｰﾋﾞｽを開始した｡ 



年代 項目 できごと 

平成23年 

（2011） 

東日本大震災に伴う派

遣 

（3月 11日）東日本大震災の発生に伴い､消防庁長官からの

要請に基づき緊急消防援助隊を岩手県へ派遣し､3月 13日か

ら 19日までの間で､派遣車両 14台､派遣隊員 107人が活動を

行った｡ 

平成24年 

（2012） 

組織機構の改革 （4月 1日）事務の効率化を図るため総務課総務係と同課企

画係を統合し企画総務係とするとともに､大阪府からの権限

移譲に対応するため､予防部を再編し､指導課を危険物保安

課と改称することにより､3部 7課 1隊 20係となった｡ 

平成25年 

（2013） 

組織機構の改革 

 

 

 

 

 

 

救急隊増隊 

 

高度救助隊の発足 

（4月 1日）西消防署の機能強化を図るため臨海消防署を西

消防署の分署とすることにより､1 局 8 署 1 分署 9 出張所体

制となった｡また､事務の効率化を図るため人事課研修係と

同課給与厚生係を統合し研修厚生係とするとともに､指揮体

制と救急救助体制を充実強化するため警防部を再編し､警防

課､通信指令課及び救急救助課の 3 課体制とすることによ

り､3部 7課 18係となった｡ 

北消防署に救急隊を1隊増隊し､計19隊の救急体制となっ

た｡ 

管内における大規模災害及び特殊災害等に対し､より的確

に対応できるよう中消防署･南消防署の特別救助隊 2 隊を高

度救助隊に再編し､救助体制を強化した｡ 

平成26年 

（2014） 

全国消防長会総務委員

会開催 

西消防署の移転建替 

 

 

全国消防長会役員会開

催 

（5月 1日）第 19回全国消防長会総務委員会が､本市にて開

催された｡ 

（10 月 1 日）老朽化が著しい西消防署の移転建替を行うと

共に､臨海地区の災害対応機能を強化するため､南高度救助

隊を西消防署に移動配置した｡ 

（10月 30日）全国各地から消防長及び消防関係者等、総勢

約200名が一堂に会し､平成26年度全国消防長会役員会が本

市にて開催された｡ 

平成27年 

（2015） 

救急隊増隊 

 

救急ワークステーショ

ンの開所 

 

（4月 1日）7月の救急ワークステーション開所に備え､救急

救助課に救急隊を 1隊増隊し､計 20隊の救急体制となった｡ 

（7 月 1 日）重篤な傷病者の発生事案に対し､医師と共に救

急現場へ出場する特別救急隊（愛称:フェニックスアンビュ

ランス）の運用及び救急隊員の知識、技術の向上を図る拠点

施設として、堺市立総合医療センター内に「救急ワークステ

ーション」を開所した｡ 

 

 



年代 項目 できごと 

平成27年 

（2015） 

三宝出張所の移設､高

須出張所の閉鎖､美原

第 2救急隊の移動配置 

 

 

 

災害活動支援隊の発隊 

（8月 1日）市北西部の消防体制の充実を図るため､老朽化､

狭隘化の著しい三宝出張所を海山町5丁から三宝町5丁に移

設した｡ 

また､高須出張所と統廃合し､1局 8署 1分署 8出張所とな

った｡さらに､市北西部の救急需要に対応するため､美原第 2

救急隊を三宝出張所に移動配置した｡ 

（9月 1日）大規模災害発生時に同時多発する火災･救助･救

急事案に迅速かつ的確に対応するため､消防局 OB 職員で構

成する災害活動支援隊を発隊した｡ 

平成28年 

（2016） 

熊本地震に伴う派遣 （4月 14日）熊本地震の発生に伴い､消防庁長官からの要請

に基づき緊急消防援助隊を派遣し､4 月 16 日から 23 日まで

の間で､派遣車両 14台､派遣隊員 79人が活動を行った｡ 

平成29年 

（2017） 

組織機構の改革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急隊増隊 

 

新消防艇 

｢茅海｣の更新 

（4月 1日）住民ニーズに的確に対応できる救急業務をより

推進するため､救急救助課を救急課に改称した｡なお､救急課

の改称に併せて､警防体制及び救助体制を充実し､災害現場

等の監察と安全管理に､より積極的に対応する必要があるた

め､警防課の再編を行い､警防計画係･指揮係･救助係を統合

し､警防係とした｡ 

火災等現場までの到着所要時間の短縮と現場活動におけ

る指揮､監察及び安全管理体制の充実を図るため､指揮隊を

2隊体制とし内 1隊を中消防署に配置した｡ 

火災の原因を究明し､火災及び消火のために受けた損害の範

囲や実態等を､平素の立入検査や火災予防上の行政指導に反

映させるといった火災原因等調査の目的を､より的確に果た

していくため警防課調査係を予防査察課調査係に移管した｡ 

中消防署に救急隊を1隊増隊し､計21隊の救急体制となっ

た｡ 

（10 月 27 日）強力な放水能力を有し､船体の安定性を高め

る等の最新装備を搭載した新たな消防艇に更新した｡ 

平成30年 

（2018） 

組織機構の改革 

 

 

 

 

 

 

 

（4 月 1 日）年々増加している救急需要への対応等､救命率

の向上や予防救急等の救急施策の更なる推進を図るため､救

急業務を専属に所管する救急部を新設した｡ 

病院との折衝業務や救急技術の向上に係る業務を所管し

ている救急ワークステーションの業務と救急課の業務のす

み分けを行うことで救急に係る重要施策の推進と体制強化

を図ることを目的に、救急ワークステーションを課相当組織

として新設した｡ 



年代 項目 できごと 

平成30年 

（2018） 

組織機構の改革 

 

平成30年7月豪雨に伴

う派遣 

 

 

救急隊増隊 

（4月 1日）警防課中高度救助隊を中消防署高度救助隊とし

て配置し､中消防署に救助係を配置した｡ 

（7 月）西日本を中心とした集中豪雨の発生に伴い､消防庁

長官からの要請に基づき緊急消防援助隊を派遣し､7 月 6 日

から 8月 1日までの間で､派遣車両 39 台､派遣隊員 173 人が

活動を行った｡ 

（10 月 1 日）救急ワークステーションに救急隊を 1 隊増隊

し､計 22隊の救急体制となった｡ 

令和元年 

（2019） 

堺市 Net119 及びメー

ル 119運用の開始 

 

 

 

画像伝送システムの更

新 

 

エネルギー・産業基盤

災害対応型消防水利シ

ステム車の配置 

救急隊増隊 

（3 月 29 日）音声による 119 番通報が困難な方がスマート

フォン等のインターネット機能を利用して音声によらない

方法で 119 番通報ができるシステムを提供し､通報の容易性

を高め､円滑な消防活動につなげることにより､住民の安全

と安心を高めることを目的として運用を開始した｡ 

（4月 1日）災害状況の早期把握と効果的な災害活動を実現

するため､画像伝送システムの一部である堺市役所高層館と

北野田駅前高層ビルに設置している高所カメラを更新した｡ 

大規模地震時等の石油コンビナート債害等への対応力を

充実強化するため､東消防署にエネルギー・産業基盤災害対

応型消防水利システム車を配置した。 

（10 月 1 日）高師浜出張所に救急隊を 1 隊増隊し､計 23 隊

の救急体制となった｡ 

令和2年 

（2020） 

消防行政統合システム

の更新 

（4月 1日）消防行政統合システムの更新に伴い、消防指令

センターからの指令内容を直接受信し、現場映像も送信でき

るスマートデバイスを導入し、情報共有体制強化を図った｡ 

令和3年 

（2021） 

大阪狭山市の消防事務

を受託 

 

戎島消防訓練場の閉鎖 

（4月 1日）大阪狭山市の消防事務（消防団及び消防水利関

係を除く）を受託し､大阪狭山消防署及びニュータウン出張

所が開設され､1本部 9署 1分署 10出張所となった｡ 

（12月 15日）堺市総合防災センターの開設に伴い､約 35年

の間､堺市高石市消防組合消防本部･堺市消防局を支えた戎

島消防訓練場が閉鎖された｡ 

令和4年 

（2022） 

 

堺市総合防災センター

の開設 

組織機構の改革 

 

（4月 1日）美原区阿弥 129番地 4に堺市総合防災センター

を開設した。 

中消防署高度救助隊を警防課防災センター高度救助隊と

して配置、予防部に総合防災センターを課相当組織として設

置､予防査察課予防係を予防査察係へ変更し､広報事務を消

防局総務課企画総務係へ移管､救急部救急課予防救急係を救

急普及係へ名称変更した｡ 



年代 項目 できごと 

令和5年 

（2023） 

組織機構の改革 

 

予防体制（方面）の運

用 

本部機動救急隊の運用

開始 

（4月 1日）令和 6年度の実施事業に向け事務執行体制の強

化を図るため､総務課に特定事業係を新設した｡ 

効率的な予防業務の執行と人材育成を推進するため､9 署

の予防課を 5方面運用とした｡ 

（10月 2日）救急需要の増加に伴い､本部機動救急隊（平日

9時から 17時 30分まで）の運用を開始した｡ 

令和6年 

（2024） 

 

令和 6 年能登半島地震

に伴う派遣 

 

泉大津市との消防の連

携・協力 

 

 

第 76 回全国消防長会

総会の開催 

 

第 52 回消防救助技術

近畿地区指導会 

 

令和 6 年奥能登豪雨に

伴う派遣 

 

救急隊増隊 

 

堺消防署の移転･開署 

 

和泉市の消防事務を受

託 

（1月 1日）消防庁長官からの要請に基づき緊急消防援助隊

として 1 月 1 日から 2 月 2 日までの間､延べ消防車両 8 台､

職員 186人を派遣､指揮､救助､救急活動を行った｡ 

（4月 1日）本市は、泉大津市との連携協約により、泉大津

市からの要請に基づき、当消防局管内の消防業務に支障のな

い範囲において、泉大津市の区域内で、はしご車及びはしご

支援隊としての消防ポンプ車による消防業務を開始した。 

（5月29日､30日）堺市長､大阪府知事､消防庁長官をはじめ､

全国各地から消防長及び消防関係者が一堂に会し､全国消防

長会総会が本市にて開催された｡ 

（7月 30日）堺市総合防災センターにおいて､初めての消防

救助技術近畿地区指導会が実施された｡本市においては 49

年ぶりに開催。 

（9月 21日）全国で初めて土砂風水害統合機動部隊として 9

月 21 から 10 月 3 日までの間､消防車両 4台､職員 36 人を派

遣､小型救助車等を用いた救助活動を実施した｡ 

（10月 1日）東消防署に救急隊を 1隊増隊し、計 27隊の救

急体制となった｡ 

（11月 7日）堺消防署が堺区出島浜通へ移転され､新庁舎と

して開署した｡ 

（12 月 1 日）和泉市の消防事務のうち消防指令業務を受託

し、当消防局による一元的な指令管制事務の運用を開始し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 52 回消防救助技術近畿地区指導会 

 

             

 

    

 

令和 6 年能登半島豪雨に伴う土砂風水害統合機動部隊  

                                                                                                                          

 

 



主な災害事例                      
 

ここに列挙した災害は､昭和 23 年堺市外九ヶ町村消防組合発足以降の災害で､焼損

面積 2,000㎡､焼死者 3 人以上､又は多大な損害を及ぼしたものです｡ 

 

ジェーン台風 

  昭和 25年（1950年）9月 3日､ジェーン台風は堺市内一円に大風水害をもたらし､ 

約 400名に及ぶ死者と 7,000戸近い全半壊又は浸水家屋を算したもので､戦後の復興 

がようやく軌道に乗ろうとしていたところであり､多大な打撃を受けた｡ 

 

綾之町マーケット 

  昭和 26年（1951年）11月 6日 23時 30分頃､堺市綾之町 5丁の綾之町マーケット 

内川魚販売商から出火し､店舗付住宅等 47戸を全焼した｡ 

 

宗教法人ほんみち本部 

昭和 30年（1955年）3月 13日 22時 02分頃､泉北郡高石町羽衣､宗教法人ほんみち 

本部を全焼、翌朝 6時 30分鎮火した｡ 

 

石津紡績 

  昭和 31年（1956年）3月 24日 10時 50分､堺市浜寺石津町東 5丁の石津紡績㈱石 

津川工場から出火､損害額は倉庫 1棟内の原綿､スフ等 1億 2千万円に上った｡ 

 

第二大和寮 

  昭和 35年（1960年）9月 24日 14時 07分頃､堺市砂道町 1丁 10番地の砂道製綿所､ 

勝間商店から出火､隣接する第二大和寮を全焼し､37世帯､147名が罹災した｡ 

 

東湊の大火 

昭和 40年（1965年）1月 12日､強風注意報発令中の 11時 50分頃､堺市東湊町 6丁 

の一般住宅から出火､折からの強風に煽られ 1,732 ㎡を焼失､37 世帯､127 名が罹災し

た｡この火災で火元宅の家族 4人が焼死し､プロパンガスの漏れが原因であると判定さ

れた｡ 

 

南海デパート大火 

  昭和 42年（1967年）6月 14日 2時 10分頃､高石市千代田 1丁目 8番 19号の南海 

デパートから出火､同デパート内の店舗 39店（1,573㎡）が全焼し､41世帯 112人が 

罹災､損害額は 9,700万円であった｡この火災で同デパート内の住民 6人が焼死した｡ 

 

 

 



日東産商製作所 

  昭和 43年（1968年）10月 25日 19時 04分頃､堺市浜寺石津町中 2丁 473番地､日 

東産商製作所から出火｡隣接する翼産業､立誠繊維工場等 1,905㎡を焼失し､3,801万 

円の損害を出した｡ 

 

タンカー火災 

  昭和 43年（1968年）12月 2日 5時 30分頃､堺市築港浜寺町 1番地､ゼネラル石油 

㈱堺製油所桟橋で停泊中の大型タンカー（和泉川丸 71,571t）より油が流出し､同船よ 

り油抜き取り作業をしていた大福丸､昭和丸が避難のためエンジンを始動したところ 

逆火が流出していた原油に引火爆発した。この火災で 2人が焼死し､8,600万円の損害 

を生じた｡ 

 

岩室の山林火災 

  昭和 45年（1970年）1月 13日 17時 05分頃､堺市岩室（通称）陶器山から出火し､ 

折からの強風に煽られ､延べ 27時間に渡り燃えつづけ､12,700アールに及ぶ山林を焼 

失し､160万円の損害を出した｡原因はたき火の飛び火によるものであった｡ 

 

旭染工 

  昭和 46年（1971年）10月 25日 15時 30分頃､堺市石津町 1249番地の旭染工㈱か 

ら出火､付近の住宅等 4棟が類焼し､合計 5,972㎡を焼失した｡この火災により 4帯 9 

人が罹災､損害額は 2億 6,758万円に達し､23時 32分鎮火した｡ 

 

山内晒染工業 

  昭和 50年（1975年）3月 11日 3時 30分頃､高石市取石 1丁目 18番 16号､山内晒 

染工業から出火､付近住宅､倉庫等に類焼し､負傷者 1人､焼失面積 1,529㎡､1世帯 5 

人の罹災､損害額 1億 9,502万円の被害を出し､7時 25分鎮火した｡ 

 

初芝大学ストアー 

  昭和 52年（1977年）8月 23日 3時 43分頃､堺市引野町 3丁 191番､初芝大学スト 

アーから出火､同ストアーの店舗 46店及び付近住宅 1棟に類焼し､焼失面積 1,202㎡､ 

損害額 3億 2,495万円の被害を出し､9時 57分鎮火した｡ 

 

倉本㈱ 

  昭和 56年（1981年）6月 9日 21時 42分頃､堺市草尾 460番地の 1､倉本㈱から出火､ 

倉庫等 3棟を全焼し､焼損面積 554㎡､損害額 2億 1,714万円の被害を出した｡ 

 

 

 

 

 



南海ストアー（旧美原町） 

昭和 56年 12月 2日 1時 15分頃､美原町北余部､南海ストアーより出火､鉄骨コンク 

リートブロック造､亜鉛メッキ鋼板瓦棒葺 2 階建店舗付住宅延べ 1,315 ㎡が全焼､店舗

4 棟､住宅 2 棟に延焼し､隣接の堺市高石市､狭山町消防本部から応援を受け､9 時 45 分

に鎮火､罹災世帯 14世帯､罹災人員は 33名に達し､損害額 2億 3,386万円の被害を出し

た｡ 

 

台風 10号及び集中豪雨 

  昭和 57年（1982年）8月 1日の台風 10号及び 8月 3日の集中豪雨で､大和川の一 

部及び西除川等、河川の増水で､堺市常磐町を中心に市内 25地区で避難命令が出され､ 

40箇所に避難所を開設し､94,700人が避難した｡被害状況は全壊 2戸､半壊 3戸､床上 

浸水 1,579戸､床下浸水 6,300戸､被害総額 17億 4,784万円に上り､近年にない水禍を 

もたらせた｡また､高石市でも羽衣地区を中心に河川の増水により 18箇所の避難所に 

78人が避難した｡被害状況は､床上浸水 395戸､床下浸水 1,559戸､被害総額 937万円で 

あった｡ 

 

ダイセル化学工業㈱堺工場 

  昭和 57年（1982年）8月 21日 17時 25分頃､堺市鉄砲町 1番地､ダイセル化学工業 

㈱堺工場から爆発炎上し､堺市北部､大阪市南部地域に広範囲な被害が及んだ｡この爆 

発事故で､死者 6人（内 2人は発災から 48時間以後に死亡）､重軽傷者 204人を数え､ 

一般民家で半壊 11戸､小壊 1,934戸に達し､1,693棟､2,481世帯､8,758人が罹災した｡ 

工場内の物的被害を含め､損害額は 10億 400万となり､翌 22日 5時 50分に鎮火した｡ 

 

砂道の大火 

  昭和 59年（1984年）12月 26日 23時 55分頃､堺市砂道町 3丁 4番 24号の作業場 

から出火､作業場及び住宅等 4棟を全焼､更に店舗併用住宅等 6棟が一部焼損し､翌 27 

日 8時 36分に鎮火した｡焼損面積は 4,473㎡､損害額 4億 6,339万円の被害であった｡ 

 

大村紙業㈱大阪事業部（旧美原町） 

昭和 62年 3月 13日 20時 30分頃､美原町木材通､大村紙業㈱大阪事業部より出火､ 

鉄骨造スレート葺スレート張 2 階建工場延べ 1,485 ㎡が全焼､工場 5 棟に延焼し､富田

林市消防本部､狭山町消防団より応援を受け､翌 11時 00分鎮火､損害額は 1億 4,482万

円に達した｡ 

 

正念寺（旧美原町） 

昭和62年3月28日21時20分頃､美原町平尾､正念寺客殿より出火､木造瓦葺モルタル塗

2階建延べ343㎡及び木造瓦葺真壁塗本堂延べ224㎡を全焼し､翌0時51分に鎮火､罹災世

帯1世帯､罹災人員2名､損害額1億2,938万円の被害を出した｡ 

 

 



関西精鋼の溶鋼流失 

  昭和 64年（1989年）1月 5日 12時 04分頃､堺市塩浜町 5番地､関西精鋼㈱の受鋼 

ピットの台車の取鍋に穴があき､溶鋼 60tが流出した｡この事故で工場内のバブリン 

クﾞ､測温及び LF各装置が焼損損害額は 1億 5,355万円に達し､13時 36分鎮火した｡ 

 

新日本製鐵㈱ 

  平成元年（1989年）1月 15日 21時 53分頃､堺市築港八幡町 1番地､新日本製鐵㈱ 

堺製鐵所内 4万㎥ LDGホルダーの爆発火災事故が発生し､同工場ホルダー周辺の事務 

所､倉庫及び作業所の 4棟が焼損､他 25棟が倒壊並びに破損の被害を受け､翌 16日 0 

時 46分鎮火した｡この事故で損害額は 1億 5,029万円となり､1人が負傷した｡ 

 

堺中央綜合卸売市場 

  平成元年（1989年）7月 24日 23時 46分頃､堺市百舌鳥梅北町 1丁 24番の卸売市 

場から出火､1棟 52店舗 5,906㎡が全焼､損害額は 11億 17万円に達し､翌 25日 15時 

38分鎮火した｡ 

 

堺東商店街 

  平成元年（1989年）9月 17日 2時 27分頃､堺市中瓦町 2丁 3番 5号の堺東商店街 

より出火し､1棟 25店舗 361㎡が焼損､翌 17日 8時 03分鎮火した｡損害額は 1億 1,722 

万円に達し､消防士を含む 3人が負傷した｡ 

 

堀内商事 

  平成 5年（1993年）4月 14日 20時 44分頃､堺市草部 1,116番地の 1､堀内商事㈱草 

部倉庫より出火､2棟 1,898㎡が焼損､損害額は 3億 8,678万円に達し､翌 15日 22時 

16分鎮火した｡ 

 

日本アルキルアルミ㈱大阪工場 

  平成 8年（1996年）7月 17日 9時 59分頃､高石市高砂 1丁目 5番地の三井東圧化 

学㈱大阪工業所内､日本アルキルアルミ㈱大阪工場のアルキルアルミニウム製造プラ 

ント内のマルチパーパスプラントで爆発火災が発生し､46㎡を焼損､負傷者 13名､損 

害額は 2億 1,814万円に達し､23時 22分鎮火した｡ 

 

О-157禍 

  平成 8年（1996年）7月 12日頃から､学童を主体とする下痢症状の患者が集団的に 

発生したため､組合管内で救急出場が頻発し､収容医療機関の確保に困難を極めた｡ 

 

コスモ萩原天神 

  平成 9年（1997年）4月 24日 3時 15分頃､堺市日置荘西町 207番地 3の共同住宅､ 

コスモ萩原天神 7階部でガス爆発が発生､死者 1名､負傷者 3名､6棟 127戸 118世帯 

401名が被災し､損害額は 5,537万円に達した｡ 



新野田マーケット 

  平成 9年（1997年）7月 18日 6時 35分頃､堺市丈六 175番地の新野田マーケット 

内から出火､2棟全焼し､9棟が一部焼損し､11時 36分鎮火した｡焼損面積は 4,494㎡､ 

損害額は 6,984万円に達し､消防士 1名が負傷した｡ 

 

㈱高速オフセット分工場 

  平成 10年（1998年）8月 12日 7時 30分頃､堺市緑町 3丁 139番地の㈱高速オフセ 

ット分工場より出火､焼損面積 160㎡､損害額は 12億 1,886万円に達し､11時 36分鎮 

火した｡ 

 

友邦紙管㈱工場 

  平成 12年（2000年）7月 14日 23時 50分頃､堺市築港浜寺西町 7番 24号の友邦紙 

管㈱工場より出火､焼損面積 1,038㎡､損害額は 1億 1,958万円に達し､翌 15日 7時 55 

分鎮火した｡ 

 

㈱玉屋 

  平成 16年（2004年）5月 29日 23時 42分頃､堺市山田 3丁 773番地の寝具類卸売 

業､㈱玉屋より出火､焼損面積 2,575㎡､損害額は 2億 898万円に達し､翌 30日 8時 02 

分鎮火した｡ 

 

㈱関西ランバー 

  平成 18年 10月 21日 1時 40分頃､堺市美原区木材通 4丁目 8番 7号の㈱関西ラン 

バー敷地内の板材及び角材より出火､焼損面積 2,096㎡､損害額は 2億 5,674万円に達 

し､翌 22日 2時 30分に鎮火した｡ 

 

㈱タカヤマ美原工場 

平成 21年 10月 4日 13時 45分頃､堺市美原区黒山 154番地 1､㈱タカヤマ美原工場 

から出火し､倉庫等の焼損面積 2,562 ㎡､損害額は 2 億 9,193 万円に達し､翌 5 日 3 時

09分に鎮火した｡ 

 

日新製鋼㈱堺製造所 

平成 25年 6月 3日 8時 18分頃､堺市西区石津西町 5番地､日新製鋼㈱堺製造所内工 

場から出火､焼損面積 271㎡､損害額は 3億 9,198万円に達し､13時 20分に鎮火した｡ 

 

株式会社シマノ本社工場 

平成 30年 3月 26日 13時 25分頃､堺市堺区老松町 3丁 77番地､株式会社シマノ本 

社工場敷地内の工場棟から出火､焼損面積 413 ㎡､損害額は 6 億 6,547 万円に達し､同

日 21時 21分に鎮火した｡ 

 

 



三井化学株式会社大阪工場 

平成 30年 6月 21日 16時 17分頃､高石市高砂 1丁目 6番地､三井化学株式会社大阪 

工場のプラントから出火､損害額は 7億 2,800万円に達し､翌 22日 8時 30分に鎮火し

た｡ 

 

台風 21号 

  平成 30年 9月 4日の台風 21号で､市内 108箇所に避難所が開設され､380人が避難 

した｡この台風により､死者 1名､重軽傷者 34名､被害状況は全壊 3戸､半壊 61戸､一部 

破損 6,125戸に上り､近年にない被害をもたらせた｡また､高石市でも 4箇所の避難所 

に 46人が避難した｡軽傷者は 2名､被害状況は､半壊 10戸､一部破損 1,297戸､非住家 

被害 20戸であった｡ 



 
人
口

世
帯
数

面
積

消
防
車
両

火
災
件
数

焼
損
面
積

損
害
額

（人） (世帯） （k㎡) （人） (台） (件） 死 傷 （㎡） （ａ） （千円） （件）
R 堺　　 　市 804,163 374,987 149.83 181 11 35 1,768 1 170,925 64,011

高　石　市 55,841 26,671 11.30 16 0 1 174 0 30,248 3,944
大阪狭山市 57,551 26,425 11.92 15 0 0 557 0 65,795 3,416

年 消　防　局 917,555 428,083 173,05 (1,097) 212 11 36 2,499 1 266,968 71,436
R 堺　　 　市 810,848 372,167 149.83 165 1 27 2,915 0 337,832 63,463

高　石　市 56,481 26,363 11.30 8 1 2 114 0 5,551 3,750
大阪狭山市 57,985 26,354 11.92 15 0 0 342 0 37,123 3,483

年 消　防　局 925.314 424,884 173,05 (1,055) 188 2 29 3,371 0 380,506 70,741

R 堺　　 　市 819,965 367,251 149.83 182 4 36 2,156 0 154,570 60,410

高　石　市 57,227 26,066 11.30 10 1 1 61 0 63,129 3,696

大阪狭山市 58,496 26,131 11.92 11 3 0 516 0 19,555 3,460

年 消　防　局 935,688 419,448 173,05 (1,055) 203 8 37 2,733 0 237,254 67,621

R 堺　　 　市 826,158 397,237 149.83 164 7 21 1,764 0 199,795 50,174

高　石　市 57,213 26,053 11.30 7 1 0 66 0 2,939 2,912

大阪狭山市 58,496 26,131 11.92 4 0 1 3 0 76 2,169

年 消　防　局 941,867 449,421 173,05 (1,055) 175 8 22 1,833 0 202,810 55,256

R 堺　　 　市 831,481 396,151 149.82 919 173 5 45 1,254 151,608 49,098

高　石　市 57,540 25,920 11.30 (933) 215 12 0 2 7 1,097 2,916

大阪狭山市 58,705 26,013 11.86 71(78) 10 0 2 19 2,175 2,647

年 消　防　局 947,726 448,084 172.98 195 5 49 1,280 154,880 54,695

R 堺　　 　市 834,787 393,895 149.82 178 3 33 2,988 437,591 54,575

1 高　石　市 57,805 25,798 11.30 921 201 8 0 3 0 78 3,312

年 消　防　局 892,592 419,693 161.12 （933） 186 3 36 2,988 437,669 57,933

H 堺　　 　市 837,773 391,183 149.82 194 4 36 1,985 1,017,119 54,199

30 高　石　市 57,875 25,590 11.30 920 200 10 1 3 83 737,063 3,426

年 消　防　局 895,648 416,773 161.12 (933) 204 5 39 2,068 1,754,182 57,670

H 堺　　 　市 840,622 388,822 149.82 178 4 31 1,315 164,632 52,076

29 高　石　市 57,932 25,361 11.30 908 197 10 0 1 55 102,522 3,200

年 消　防　局 898,554 414,183 161.12 (933) 188 4 32 1,370 267,154 55,343

H 堺　　 　市 844,030 386,768 149.82 178 4 31 1,315 164,632 51,898

28 高　石　市 58,162 25,280 11.30 919 196 10 0 1 55 102,522 3,039

年 消　防　局 902,192 412,048 161.12 (933) 188 4 32 1,370 267,154 54,976

H 堺　　 　市 845,960 384,543 149.82 199 8 31 2,288 233,327 49,967

27 高　石　市 58,128 25,059 11.30 919 196 16 5 2 112 7,972 3,041

年 消　防　局 904,088 409,602 161.12 (933) 215 13 33 2,400 241,299 53,072

H 堺　　 　市 847,719 381,699 149.81 239 6 33 726 4 103,947 49,139

26 高　石　市 58,315 24,846 11.29 934 196 14 0 5 3 0 18,309 2,973

年 消　防　局 906,034 406,545 161.10 (933) 253 6 38 729 4 122,256 52,179

H 堺　　 　市 849,107 378,794 149.99 299 11 44 2,983 573,246 47,620

25 高　石　市 58,887 24,816 11.35 924 198 19 0 2 93 14,644 2,858

年 消　防　局 907,994 403,610 161.34 (933) 318 11 46 3,076 587,890 50,558

1 人口及び世帯数にあっては、住民基本台帳及び外国人登録人口による。

2 救急出場数のうち、消防組合及び消防局については管外発生分を含む。 

（
定
員

）

消
防
職
員
数

1,058

6
1,079

221

管内情勢と消防情勢の推移
救
急
出
場
件
数

年
別

区
分
　
　
　
市
別

火災に
おける
死傷者
数

（人）

218

林
野
焼
損
面
積

2

217
1,008

5

3

4 217
1,027



消防庁舎現況              
 

 
（注）（   ）内は倉庫等を外書。 

　　　庁舎別
構 5 5 10 20 30 40 敷 建 延

年 年 年 年 地 築～ ～ ～ ～

面 面
　区　　分 造 10 20 30 40 積 積 積

年 年 年 年
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 H26.9. 24

1,574.42

 S44.12. 3

92.76

2,423.27

92.76

 H16.12.10

 S49. 6.17

156.00

1,186.35

4,138.09

132.00132.00

602.00

 S55.12.22

 H18. 3. 2 2,500.00

2,555.53

 S57.10. 8

 H16.12.10

 S59.11.16

986.09

 S46.12. 1 1,652.89

 S49. 3. 1

3,086.42

1,433.65

556.29

2,587.95

46.38

792.00

3,305.91

135.00

246.61

660.56

400.77

46.38

46.38

162.00

156.00

1

1

軽量S造２階

1

RC 造 ２ 階

百 舌 鳥 出 張 所

SRC 造 ２ 階北 本 署

1 SRC 造 ３ 階

1

S 造 １ 階

1

1

RC 造 ２ 階

RC 造 ２ 階

S 造 １ 階

1

RC 造 ２ 階

1

1

RC 造 ２ 階

北 分 団 屯 所

西 分 団 屯 所 軽量S造２階

350.29 1,016.24

ニュータウン出張所 1  H 4. 7.18 1,053.75RC 造 ３ 階

大 阪 狭山 本署 1

総合訓練棟 1
RC造一部S造
５階 地下２階

1

 R3.10.14

災害活動支援棟

防災啓発施設 1
RC造一部S造
２階

 R3.10.14

 R3.10.14

救助訓練棟 1 S 造 ６ 階  R3.10.14

総
合
防
災
セ
ン
タ
ー

19,726.40水難救助訓練棟 1 RC 造 ３ 階  R3.10.14

1,062.00

840.66

323.60

369.63

1,682.36

584.80

1,721.65

911.70



消防施設分布図                 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

     

     

  

 

 

 

 

総合防災センター 

救急ワークステーション 

臨海分署 

中消防署 

旭ケ丘出張所 

百舌鳥出張所 

北消防署 

三宝出張所 

堺消防署 

三国ケ丘出張所 

消防局 

西消防署 

福泉出張所 

茶山台出張所 

南消防署 

美原消防署 

登美丘出張所 
高石消防署 

高師浜出張所 

大阪狭山消防署 

ニュータウン出張所 

東消防署 

 消防局 

 消防署 

 消防分署・消防出張所 

 救急ワークステーション 

総合防災センター 



企画総務係

管　理　係

指 揮 係

救 助 係

（第1指揮隊及び第2指揮隊）

（特別高度救助隊及び高度救助隊）

（堺・東・南・北・高石・大阪狭山署のみ）

予 防 査 察 係

設 備 係

保 安 係

危 険 物 係

（堺・東・南・北・高石・大阪狭山署のみ）

消 防 出 張 所

（西消防署のみ）

（美原消防署のみ）

調 査 係

救 急 係

警 防 係

（機動救急隊）

（特別救急隊及び救急隊）

危険物保安課

指 令 係

情 報 管 理 係

消 防 係

消 防 局

予 防 部

研 修 厚 生 係

警 防 係

人 事 課

予 防 査 察 課

救 急 管 理 係

救 急 普 及 係

救急医療連携係

警 防 課

総 務 部

人 事 係

消 防 音 楽 隊

通 信 指 令 課

救 急 部

消 防 団 係

救 急 指 導 係

警 防 部

救急ワーク
ステーション

第 2 警 防 課

救 急 課

消 防 署

予 防 係

総 務 係

総 務 課

消 防 分 署

令和7年4月1日現在

総合防災センター

消 防 分 署 （西消防署のみ）

予 防 課

指 導 係

警 防 係
第 1 警 防 課

消 防 出 張 所

救 急 係

組織機構図



合
計 司　監 正　監 監 司令長 司　令 司令補 士　長 消防士 事務職員

1,075  1  9  15  52  267  292  345  93  1
 268  1  5  6  18  91  80  43  23  1
 1  1
 1 1

総務部長  1 1
総務部参事  1 1
総務課  20 1 2（1）  8  7  2
人事課  35  1  8  4  22
警防部長  1 1
警防部総括参事役  1  1
警防課  75 1  5  27  25  17
通信指令課  45  3  16  17  9
救急部長  1 1
救急部参事  1  1
救急課  14 1  6  6  1
救急ワークステーション  26  1  8  6  10  1
予防部長 1 1
予防部参事役  1 1
予防部参事  1 1
予防査察課  17 1  8  8
総合防災センター  8  2  6
危険物保安課  17 1  4  7  4 1

(22) (1) (2) (4) (9) (2) (4)
 144 1 1 5 28 41 57 11
 2 1 1

予防課  18 3（1） 4 7 3 1
警防課  54 2 12 12 24 4
三　宝  22 4 5 9 4
旭ケ丘  20 4 7 7 2
三国ヶ丘  28 4 10 14

 66 1 4 16 17 20 8
 2 1 1

予防課  8 1 4 3
警防課  56 2 12 14 20 8

 81 1 3 18 22 29 8
 2 1 1

予防課  7 4 2 1
警防課  52 2 10 13 20 7

出張所 登美丘  20 4 7 8 1
 108 1 1 3 23 30 43 7
 2 1 1

予防課  10 1 4 2 2 1
警防課  48 2 9 15 18 4

分署 臨海  48 10 13 23 2
 105 1 1 3 24 28 40 8
 3 1 1 1

予防課  12 1 4 3 2 2
警防課  47 2 11 12 18 4
福　泉  19 4 4 9 2
茶山台  24 5 8 11

 105 1 1 3 22 29 40 9
 3 1 1 1

予防課  9 1 5 2 1
警防課  60 2 10 17 25 6

出張所 百舌鳥  33 6 10 15 2
 53 1 5 13 13 16 5
 2 1 1

予防課  11 2 5 1 3
警防課  40 2 8 12 13 5

 71 1 4 16 15 28 7
 2 1 1

予防課  8 1 4 2 1
警防課  41 2 8 10 16 5

出張所 高師浜  20 4 5 10 1
 74 1 4 16 17 29 7
 2 1 1

予防課  8 1 4 2 1
警防課  43 2 8 8 20 5

出張所 ニュータウン  21 4 7 8 2

小　　　計
署長・副署長

本署

小　　　計
 消　　防　　局　　長

令和７年４月１日現在
消　　防　　職　　員

合　　　　　　　計

署長・副署長

小　　　計
署長・副署長

本署

署長・副署長

 出張所

消
　
　
防
　
　
局

 消　  防　  局　  次　 長

総務部

警防部

救急部

予防部

消防音楽隊

出張所

中
消
防
署

東
消
防
署

小　　　計

本署

小　　　計
署長・副署長

本署

署長・副署長

堺
消
防
署

小　　　計

本署

西
消
防
署

小　　　計

本署

南
消
防
署

小　　　計
署長・副署長

本署

署長・副署長

大
阪
狭
山
消
防
署

小　　　計
署長・副署長

本署

※合計は正規職員及び再任用（フルタイム）職員の数
()兼務で外数

北
消
防
署

小　　　計

本署

美
原
消
防
署

高
石
消
防
署

職員の配置表



職員の状況               
 

職員数の推移 

                             令和７年４月１日現在 

 

 ※合計は正規職員及び再任用（フルタイム）職員の数 

 

職員居住地状況 

令和７年４月１日現在 

 

※合計は正規職員及び再任用（フルタイム）職員の数 

 

階級 条例 消防 消防 消防 消防 消防 消防 事務

年別 定数 司監 正監 司令長 司令 司令補 士長 職員

1,097 1,075 1 9 15 52 267 292 345 93 1

1,097 1,069 1 8 15 52 268 287 337 100 1

1,055 1,045 1 8 17 49 255 275 349 89 2

1,055 1,018 1 7 15 50 256 265 347 75 2

1,055 1,001 1 7 16 49 250 253 343 80 2

933 912 1 7 16 42 221 236 315 72 2

933 917 1 7 16 41 220 238 292 99 3

933 911 1 7 16 41 215 232 289 106 4

933 895 1 8 13 42 216 226 276 111 2

933 909 1 8 15 42 211 228 264 139 1

933 902 1 7 16 41 209 230 269 128 1

933 906 1 7 15 45 208 225 290 114 1

933 909 1 7 14 46 207 230 291 111 2

合計 消防監 消防士

令和5年

令和6年

令和7年

令和4年

令和3年

令和2年

 平成31年

 平成30年

 平成29年

 平成28年

 平成27年

 平成26年

 平成25年

管内  584 13 4 1 1 1

堺市 515 11 4 1 1 1

大阪狭山市 45 11 4 1 1 6

高石市 24 10 3 1 1 2

大阪市 88 9 3 1 1 2

和泉市 88 8 2 1 7 1

富田林市 39 8 2 5 3 1

河内長野市 33 7 2 3 3 1

岸和田市  25 7 2 2 1 1

羽曳野市 23 7 1 2 1 1

泉大津市 16 5 1 1075 54%

奈良県
生駒市

京都府
京田辺市

和歌山県
和歌山市

和歌山県
岩出市

京都府
木津川市

和歌山県
紀の川市

京都府
亀岡市

奈良県
大和高田市

合計 管内

八尾市

奈良県
斑鳩町

兵庫県
尼崎市

兵庫県
伊丹市

兵庫県
三田市

貝塚市

兵庫県
神戸市

兵庫県
西宮市

熊取町

豊中市 交野市
奈良県
橿原市

泉南市

東京都
練馬区

吹田市

奈良県
五條市

奈良県
上牧町

摂津市

池田市

河南町 門真市
奈良県
王寺町

松原市

泉佐野市

東大阪市

兵庫県
川西市

兵庫県
宝塚市

和歌山県
橋本市

忠岡町

大東市

藤井寺市

高槻市

枚方市

四條畷市

千早赤阪村

太子町

箕面市

茨木市

奈良県
奈良市

柏原市 阪南市

守口市

寝屋川市
奈良県
宇陀市



退職者一覧表 

令和７年４月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年度 35 1 1 1 16 7 8 1 35 16 16 1 2

令和5年度 7 1 1 1 4 7 7

令和4年度 17 1 2 1 3 5 1 3 1 17 11 6

令和3年度 19 2 1 5 2 3 5 1 19 12 6 1

令和2年度 12 1 2 5 2 1 1 12 7 3 1 1

令和元年度 24 4 1 8 1 7 3 24 14 8 2

平30年度 17 2 1 2 3 2 4 2 1 17 11 5 1

平29年度 30 1 3 1 9 4 9 3 30 25 3 2

平28年度 51 2 5 8 7 7 12 51 41 4 1 5

平27年度 42 1 2 2 9 7 21 42 38 2 1 1

平26年度 59 3 9 9 5 31 2 59 53 6

平25年度 47 2 3 6 7 9 19 1 47 43 4

平24年度 45 1 1 5 8 2 8 19 1 45 39 4 2

消

防

司

令

補

消

防

監

消

防

司

令

消

防

司

令

長

消

防

士

長

区

分

死

亡

病

気

特

退

懲

戒

分

限

等

依

願

消

防

正

監

消

防

司

監

事

務

職

員

定

年

計

消　防　職　員 退　職　種　別

合

計

消

防

士



職員年齢状況 

令和７年４月１日現在 

 

※総数は正規職員の数 

 

 

比 総

率 数

 38.07 38.07 57.06 56.04 55.05 53.11 46.10 39.07 32.00 23.06 31.11
100(%) 1,061 1,060 1 9 14 51 265 284 343 93 1

18 18 歳  0.19 2 2 2

19 19 歳  0.57 6 6 6

20 20 歳  0.94 10 10 10

21 21 歳  1.13 12 12 12

22 22 歳  1.79 19 19 6 13

23 23 歳  2.07 22 22 5 17

24 24 歳  2.54 27 27 18 9

25 25 歳  3.20 34 34 28 6

26 26 歳  2.45 26 26 1 20 5

27 27 歳  3.30 35 35 2 28 5

28 28 歳  2.07 22 22 1 19 2

29 29 歳  2.92 31 31 4 22 5

30 30 歳  3.20 34 34 8 26

31 31 歳  3.49 37 36 1 13 22 1

32 32 歳  4.62 49 49 2 13 34

33 33 歳  3.20 34 34 2 17 15

34 34 歳  2.92 31 31 3 7 21

35 35 歳  3.58 38 38 3 20 15

36 36 歳  3.68 39 39 4 22 13

37 37 歳  4.15 44 44 12 23 8 1

38 38 歳  3.30 35 35 8 17 10

39 39 歳  4.05 43 43 14 27 2

40 40 歳  3.02 32 32 13 14 5

41 41 歳  3.30 35 35 17 17 1

42 42 歳  3.39 36 36 22 10 4

43 43 歳  3.30 35 35 17 15 3

44 44 歳  1.98 21 21 1 10 9 1

45 45 歳  2.26 24 24 1 18 5

46 46 歳  1.04 11 11 1 3 6 1

47 47 歳  1.32 14 14 4 7 1 2

48 48 歳  1.04 11 11 1 8 2

49 49 歳  1.51 16 16 1 1 9 5

50 50 歳  1.60 17 17 1 3 6 4 3

51 51 歳  2.07 22 22 1 5 14 2

52 52 歳  1.70 18 18 1 3 11 2 1

53 53 歳  1.89 20 20 1 1 5 9 3 1

54 54 歳  1.70 18 18 1 2 5 6 3 1

55 55 歳  1.04 11 11 3 5 1 2

56 56 歳  1.79 19 19 2 6 9 2

57 57 歳  1.13 12 12 1 2 2 4 2 1

58 58 歳  1.89 20 20 1 2 8 8 1

59 59 歳  2.26 24 24 1 5 3 7 4 4

60 60 歳  1.41 15 15 13 1 1
61 61 歳

平均年齢
総　  数

消

防

司

令

補

消

防

士

長

消

防

士

消

防

正

監

消

防

司

監

消

防

監

消　　　防　　　吏　　　員
事

務

職

員

消

防

司

令

長

消

防

司

令

計



職員勤続年数状況 

                                                         令和７年４月１日現在 

※総数は正規職員の数 

比 総

率 数

16.4 16.4 35.0 35.1 34.1 33.0 24.1 16.1 9.1 1.0 1.0

 総　　数 100(%) 1,061 1,060 1 9 14 51 265 284 343 93 1

 3.58 38 38 0 0 0 0 1 0 0 37 0

1 年  3.39 36 35 0 0 0 0 0 0 0 35 1

2 年  3.68 39 39 0 0 0 0 0 0 28 11 0

3 年  2.73 29 29 0 0 0 0 0 0 19 10 0

4 年  3.02 32 32 0 0 0 0 0 0 32 0 0

5 年  1.41 15 15 0 0 0 0 0 1 14 0 0

6 年  2.26 24 24 0 0 0 0 0 1 23 0 0

7 年  3.86 41 41 0 0 0 0 0 4 37 0 0

8 年  2.73 29 29 0 0 0 0 1 6 22 0 0

9 年  3.96 42 42 0 0 0 0 0 13 29 0 0

10 年  5.09 54 54 0 0 0 0 1 21 32 0 0

11 年  4.05 43 43 0 0 0 0 3 20 20 0 0

12 年  4.05 43 43 0 0 0 0 5 24 14 0 0

13 年  4.05 43 43 0 0 0 0 8 19 16 0 0

14 年  4.24 45 45 0 0 0 0 7 24 14 0 0

15 年  4.15 44 44 0 0 0 0 13 21 10 0 0

16 年  3.49 37 37 0 0 0 0 12 20 5 0 0

17 年  4.43 47 47 0 0 0 0 16 23 8 0 0

18 年  1.98 21 21 0 0 0 0 9 11 1 0 0

19 年  3.86 41 41 0 0 0 0 20 20 1 0 0

20 年  2.17 23 23 0 0 0 0 17 4 2 0 0

21 年  1.32 14 14 0 0 0 2 8 4 0 0 0

22 年  1.70 18 18 0 0 0 0 13 4 1 0 0

23 年  1.13 12 12 0 0 0 0 7 4 1 0 0

24 年  0.47 5 5 0 0 0 3 2 0 0 0 0

25 年  0.75 8 8 0 0 1 0 6 1 0 0 0

26 年  0.28 3 3 0 0 0 0 2 1 0 0 0

27 年  2.07 22 22 0 0 1 4 12 5 0 0 0

28 年  1.41 15 15 0 0 1 5 5 3 1 0 0

29 年  0.94 10 10 0 0 0 2 4 4 0 0 0

30 年  1.79 19 19 0 1 1 3 9 4 1 0 0

31 年  2.17 23 23 0 2 3 1 12 4 1 0 0

32 年  1.13 12 12 0 0 0 1 9 1 1 0 0

33 年  1.23 13 13 0 1 0 1 9 1 1 0 0

34 年  1.04 11 11 0 0 0 3 5 2 1 0 0

35 年  1.70 18 18 1 0 0 5 9 2 1 0 0

36 年  1.41 15 15 0 0 0 5 5 4 1 0 0

37 年  0.57 6 6 0 0 0 2 4 0 0 0 0

38 年  1.51 16 16 0 1 1 5 7 2 0 0 0

39 年  0.94 10 10 0 2 0 2 3 2 1 0 0

40 年  1.23 13 13 0 1 2 5 5 0 0 0 0

41 年  1.98 21 21 0 1 4 2 6 4 4 0 0

42 年  1.04 11 11 0 0 0 0 10 0 1 0 0

事

務

職

員

1年未満

消　　　防　　　吏　　　員

消

防

正

監

消

防

監

消

防

司

令

長

消

防

司

監

消

防

司

令

計

消

防

司

令

補

平均勤続年数

消

防

士

長

消

防

士



令和7年4月1日現在

台  56 台 船

5 1 1 8 1 1 1 1 1 2 1 1 2 1 1 1 13 3 1 4 2 1 2 0 2 1 1 1 1 15 37 1

1

常 非 常 非 常 非 常 常 非 常 常 常 常 常 常 常 常 常 常 常 非 常 常 常 常 常 常 非 常 非 常 常 非 常 常 常 常 非 常 常 常 常 常 常 常 常 常 常 常 常

局 総 務 課 2 1 1

人 事 課

警 防 課 27 2 1 1 3 1 1 1 1 1 2 1 1 3 4 8

防 災 セ ン タ ー 1 1

通 信 指 令 課 1 1

救 急 課 4 1 1 1 2 1

救 急 ワ ー ク ス
テ ー シ ョ ン

3 1 2 1 1

予 防 査 察 課 6 1 1 1 1 1 1

危 険 物 保 安 課 2 2

小 計 46 4 1 1 1 3 1 1 1 1 1 2 1 4 1 1 3 3 2 2 1 1 1 6 11

本 署 12 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3

三 宝 5 1 1 1 1 1 1 1

旭 ヶ 丘 3 1 1 1 1 1

三 国 ヶ 丘 3 1 2

小 計 23 3 3 1 3 1 1 1 1 3 1 1 5 1 1 3

中 本 署 13 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 3

本 署 12 2 1 1 1 1 1 1 2 2 1 3

登 美 丘 2 1 1

小 計 14 2 1 1 2 1 1 1 3 2 1 3

本 署 13 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3

臨 海 13 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1

小 計 26 1 2 1 2 1 1 3 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 4 1

本 署 11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3

茶 山 台 4 1 1 1 1 1 1

福 泉 2 1 1 1 1

小 計 17 3 2 1 2 1 1 1 1 1 1 1 3 1 1 3

本 署 13 2 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 3

百 舌 鳥 4 1 1 2

小 計 17 2 2 1 2 1 1 1 1 1 4 1 1 3

本 署 10 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2

消 防 団 4 3 1

小 計 10 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2

本 署 10 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3

高 師 浜 4 1 1 1 1

小 計 14 2 1 1 2 1 1 1 1 1 2 1 1 3

本 署 10 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2

ニ ュ ー タ ウ ン 3 1 1 1

小 計 13 2 2 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 2

消防自動車（消防団4台含む）162台、その他車両56台、消防艇1艇：合計218台＋1艇

常：常備　非：非常用　　水槽付消防ポンプ車のうち、１で表記されているもの：救助タンク車（ＲＴ車）　　小型動力ポンプ付水槽車のうち、１で表記されているもの：原液搬送機能付

                                 査察車のうち、１で表記されているもの：軽四査察車
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10 2 1 27

非 常 用  23  9  4  1

常 備  192 15 16 3 4
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各種車両配置表
消 防 車 両 （ 救 急 車 ・ 消 防 団 含 む ）  162
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